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第 6 章では、事例研究として、第 5 章で選定したパチンコホール経営会社 9 社および遊
技機メーカー1 社に対して行ったインタビュー内容を示す。 
第 7 章では、第 5 章において設定した初期仮説について、事例研究を通じて得られた知
見を基に考察を行い、修正仮説を提示する。 













































等の規模である。図表 2-2 のとおり、売上規模からすると、百貨店の 3 倍以上、総合スーパ
ーマーケットの約 1.5 倍であり、また、自動車主要 10 社を超える雇用を生み出している。











    遊びとして：意識せずに、ゲームとして遊ぶ 
    勝ちへの期待も持つ：レジャーの範囲で遊ぶが、勝ちへの期待も持つ 
    実利を強く意識する：小遣い稼ぎなどの実利を強く意識する 




                                                 










































図表 2-7 のとおり、全国総貸玉料は、2005 年の約 35 兆円をピークに年々減少しており、







































































































































経営会社の数は年々減少している。2006 年には 5000 社近くのパチンコホール経営会社が存











パチンコホールの店舗数も年々減少している。図表 2-10 のとおり、1995 年には 18,000










































































































































































































































































































































































































































































































































世田谷市民大学(2012 年)：サンプル数 53。全員 65 歳以上 
    北海道大学(2012 年)：サンプル数 51。平均年齢 20 歳前後と推測 
    北海道大学(2014 年)：サンプル数 53。平均年齢 20 歳前後と推測    














                                                 




























遊技料金に関して、風俗営業適正化法9第 19 条および同法施行規則第 36 条第 2 項は、パ









「5 円パチスロ」が主流ではあるものの、2 円パチンコ、0.5 円パチンコ、10 円パチスロな
どのように料金形態の多様化が進んでいる。 
その結果、図表 2-14 のとおり、設置遊技機数でいうと、低貸玉営業のパチンコが 27%、
低貸玉営業のパチスロが 7%を占めるようになっている。また、図表 2-15 のとおり、粗利額

































































③日本人および日本在住外国人について、7 日間に 3 回、28 日間で 10 回という入場回数
制限を設ける。 

























































































































































                                                 
16 「ぱちんこ営業における広告、宣伝等に係る風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律違反の取締





























































































                                                 






































































































                                                 






































































































































業適正化法第 19 条および同法施行規則第 36 条第 2 項は、パチンコは一玉 4 円、パチスロ








































                                                 
28 https://matome.naver.jp/odai/2142935709953106001参照。 












































圏以外の若者人口は、低い出生率や若者の地方離れを背景にして、2000 年から 2015 年の

















































































































① 株式会社マルハン       ：代表取締役社長 韓裕氏 
② 株式会社ダイナム      ：代表取締役社長 藤本達司氏 
③ 株式会社ユーコー    ：代表取締役副社長 金海基樹氏 
④ 株式会社合田観光商事  ：執行役員 八重樫浩輝氏 
⑤ 株式会社三公商事      ：専務取締役 呉本成浩氏 
⑥ 株式会社大原興商     ：代表取締役社長 大原栄奉氏 
⑦ 金海商事株式会社    ：専務取締役 金海正明氏 
⑧ 三徳実業株式会社    ：代表取締役社長 岩本剛成氏 
⑨ 株式会社東亜      ：代表取締役社長 野山武宗氏 















本章では、第 5 章で示した項目に沿って実施したインタビュー結果を示す。 
 







東京都千代田区丸の内 1 丁目 11-1 
パシフィックセンチュリープレイス丸の内 28 階 
設立 1972 年 12 月 （創業 1957 年 5 月） 
代表者 代表取締役会長 韓昌祐 
代表取締役社長 韓裕 
資本金 100 億円 
売上・利益 売上 1 兆 5509 億円 経常利益 334 億円（2018 年 3 月期） 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 319 店舗 ボウリング場・アミューズメント施設等 7 店舗 
店舗名 マルハン 
従業員数 11,986 名（正社員 4,889 名） 




ンコホール経営会社である。図表 6-1 のとおり、2009 年 3 月期以降、売上 2 兆円、経常
利益 400 億円を超えていたが、パチンコ業界全体の市場規模減少および競争激化などに

























































































                                                 


















































ている。2018 年 3 月期でセグメント売上 150 億円、セグメント利益 21 億円となってお
り、将来性も高いと見ている。 
また、新しい事業への投資とベンチャー企業での人材育成を目的に、2016 年 4 月に株
式会社マルハンベンチャーパートナーズを設立した。外部のコンサルタントと社内メン








                                                 
33 パチンコホールとデリ＆ビュッフェを融合させた複合施設として 2012 年 4 月に開店したが、2016 年 12 月
にフードコートに変更された。 
34 松竹株式会社、株式会社アミューズらと劇場、飲食店、遊技施設を備えた複合型エンタメ施設を浅草に建設
することを計画し、2014 年 12 月の開業を目指したが、その後、計画は中止された。 
35 衣料、グッズ、飲食店、スーパー、多目的ホールなど、韓流をテーマとした複合施設を建設する計画を 2013















本社所在地 東京都荒川区西日暮里 2-27-5 
設立 1967 年 7 月 25 日 
代表者 代表取締役 藤本達司 
資本金 50 億円 
売上・利益 DYJH36グループ売上 7750 億円 グループ営業利益 173 億円 
（2018 年 3 月期） 
パチンコ店舗数その他 DYJH グループ/パチンコ店舗 450 店舗（2018 年 3 月期） 
※株式会社ダイナム 406 店舗 
グループ店舗名 ダイナム、ダイナムゆったり館、ダイナム信頼の森、他 
グループ従業員数 18,077 名（正社員 4,958 名） 





















（備考）株式会社ダイナムジャパンホールディングスは 2011 年 9 月 20 日設立であるが、
2012 年 3 月期については、同社が 2011 年 4 月 1 日から存在したものと仮定して
推計している。 














































































今年 4 月から管理体制を変えた。従来は、全国を 27 のゾーンに分けて、それぞれにゾー
ンマネジャーを置き、一人のゾーンマネジャーが 20 店舗前後を統括していた。しかしな
がら、一人で 20 店舗前後を細かく管理するのは難しいということで、全国を 58 のエリ
アに分け、それぞれにエリアマネジャーを配置することによって、一人のエリアマネジ
ャーが 6 店舗か 7 店舗を管理するようにした。そうすることによって、エリアマネジャ
ーが 1 週間に必ず 1 度は自分の管理店舗に行けるようになり、日々変化しているニーズ
に応じて迅速にいろいろな対応ができるようにした。そして、58 名のエリアマネジャー

























































































































月には株式会社藤商事との共同で地獄少女シリーズの PB 遊技機を開発し、今年 11 月に
は SANYO との共同で海物語シリーズの PB 遊技機を開発した。藤商事や SANYO のよ





が、早く 10%台にして、1 つの島38を PB 遊技機コーナーにするなど、顧客に PB 遊技機
をアピールできるようにしたい。 
ただし、自社としては、1 台 40 万円から 50 万円程度の機械代については当然ながら




























































































本社所在地 福岡県久留米市東町 28-9 
設立 1974 年 5 月（創業 1948 年 5 月） 
代表者 代表取締役社長 金海基泰 
資本金 10 億円 
売上・利益 グループ売上 1090 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 29 店舗 遊技機リサイクル業・旅館・ゴルフ場・飲食店 
店舗名 ユーコーラッキー、EVO 
従業員数 約 1,200 名（正社員 約 340 名） 
（出所）ユーコーラッキーグループ HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 












































































































本社所在地 北海道札幌市中央区南 2 条西 10 丁目 1000 番地 2 KUWAGATA ビル 
設立 1981 年 3 月（創業 1952 年 5 月） 
代表者 代表取締役社長 合田高丸 
資本金 5 千万円 
売上・利益 売上高 1259 億円 経常利益 11 億 4000 万円（2017 年 12 月期） 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 37 店舗 
店舗名 ひまわり 
従業員数 1,061 名（2017 年 8 月 10 日現在） 
（出所）株式会社合田観光商事 HP を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 

















































































本社所在地 長野県岡谷市長地権現町 4-4-1 
設立 1974 年 4 月 
代表者 代表取締役 呉本公太 
資本金 5000 万円 
売上・利益 売上 650 億円 経常利益 15 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 25 店舗 不動産賃貸、保険代理業、雑貨販売、喫茶店 
店舗名 ニューアサヒ 
従業員数 約 450 名 
（出所）株式会社三公商事 HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 

























































































本社所在地 千葉県木更津市請西 1－24－29 
設立 1982 年 4 月 14 日 
代表者 代表取締役 大原栄奉 
77 
 
資本金 9000 万円 
売上・利益 売上 200 億円 経常利益 8 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 3 店舗 不動産開発・管理事業・太陽光発電事業 
店舗名 PLAZA Do 
従業員数 約 160 名 
（出所）株式会社大原興商 HP およびインタビュー内容を基に筆者作成 
 
① 自社の状況および展望 




























































本社所在地 東京都台東区上野 2-1-3 88 ビル 
設立 1968 年 10 月 24 日 
代表者 代表取締役 金海和男 
資本金 5000 万円 
売上・利益 グループ売上 36 億円 グループ経常利益 2 億 2000 万円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 2 店舗 不動産賃貸、ホテル、飲食店 
店舗名 ナポレオン 




パチンコホールは、上野と八王子で 1 店舗ずつ経営している。以前は 4 店舗であった
が、利益を挙げにくくなったので、自社所有不動産で経営している 2 店舗だけにした。 
会社全体としては、不動産 10 物件を所有して賃貸しており、また、飲食店 8 軒および





































































本社所在地 千葉県船橋市本町 3-6-2 パレアルカディア 103 号 
設立 1976 年 12 月 11 日 
代表者 代表取締役 岩本義男 
資本金 5500 万円 
売上・利益 売上 120 億円 経常利益 2 億円 




従業員数 280 名（正社員 55 名）（2018 年 10 月末現在） 




およびカプセルホテルを 4 物件、経営しており、賃貸マンション 3 棟を所有している。 
売上は約 110 億円であり、経常利益は約 2 億円である。このうち、パチンコホールは、
売上の 80%から 90%、利益の 70%を占めている。また、従業員は、正社員として 55 名、
アルバイトも含めると約 280 名であるが、このうち、3 分の 2 がパチンコホール部門で
勤務している。 
























































本社所在地 東京都北区王子 1-9-5 京徳ビル 7 階 
設立 1968 年 8 月 
代表者 代表取締役 野山昌言 
資本金 6000 万円 
売上・利益 売上 100 億円 利益 3 億円 
パチンコ店舗数その他 パチンコ店舗 6 店舗 不動産賃貸、化粧品製造販売 
店舗名 JURAKU 
従業員数 150 名（正社員 50 名） 




る。パチンコホールの他、所有ビル 2 棟の賃貸と化粧品製造・販売を行っている。 
売上は約 100 億円、経常利益は約 3 億円であり、パチンコホール事業と他事業では、

















































本社所在地 愛知県名古屋市千種区今池三丁目 9 番 21 号 
設立 1968 年 7 月（創業 1955 年 1 月） 
代表者 代表取締役社長 金沢全求 
資本金 1 億円 
売上・利益 売上 2000 億円 経常利益 150 億円 
事業内容 遊技機の開発・製造 
従業員数 600 名 




年間 2000 億円程度であり、経常利益は 150 億円程度である。社員は約 600 名であり、そ
のうち、約 250 名が開発部門に所属している。 
なお、遊技機の開発・製造・販売の他、愛知県東海市においてパチンコホール 1 店舗
を経営している。これは、利益を出すためではなく、実験店舗しての位置付けである。 









































































































                                                 






























































   A ランク：ドキドキ感の持続性、攻略感、スピード 
   B ランク：ドキドキ感の強さ、爆発力、正力態度、ルールの簡単さ 
   C ランク：対人圧迫感からの自由度、オプションの多様性、主人公感覚、美しさ 






















































































①遊技料金（法第 19条、施行規則 36条第 1項第 2号） 
パチンコ 玉 1個につき 4円に消費税等相当額を加えた金額以下 
パチスロ メダル 1枚につき 20円に消費税等相当額を加えた金額以下 
②現金等の賞品としての提供、賞品の買取（法 23条） 
③18歳未満の客としての入店（法 22条 1項 5号） 
④営業時間の制限（法 13条） 



















































                                                 
42 例えば、平成 30年 1月から 11月にかけて型式試験の結果書交付がなされた 617件のうち、適合判定は 306



















































































































































































































































































                                                 
46 カジノまでの交通費の他、入場料として 6000 円を徴収することになっている。 
107 
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